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第１ はじめに 

 
  古来よりアジアとの交流の窓口であり，第３次産業が産業構造の９割を占める福

岡市において，観光振興による集客交流人口の増大は，市のさらなる発展に不可欠

である。また，集客交流人口の増加に伴い，市民生活上の課題が生じてきており，

引き続き観光振興を推進するためには，市民への配慮も忘れてはならない。 
  今回，福岡市議会の有志議員で，福岡市における今後の観光振興の在り方につい

て検討した結果，「福岡市観光振興条例案」を提案する運びとなった。検討に際し

ては，福岡市の現状及び課題を整理した上で，福岡市が今後実施すべき施策の方向

性及び財源確保策について協議を重ねた。その協議内容について本稿に記す。 

 
 

第２ 検討の背景 

 
  本条例案を検討するに至った主な背景としては，次の事項が挙げられる。 
 
  福岡市は，有史以前から大陸との交流窓口並びに外交及び貿易の拠点として世界

とつながっており，独自の文化及び個性を育んできた国際交流都市である。 
  観光振興は，様々な目的を有する旅行者の来訪及び交流を促進するものであると

ともに，様々な産業に幅広く波及効果をもたらし，ひいては福岡市経済の活性化に

寄与し，市民にも利益があると考える。 
  また，人と人との交流は，ビジネスチャンス及びイノベーションの創出，福岡市

の知名度の向上，地域経済の活性化等新たな価値を生み出すものであると考える。 
  あわせて，持続可能な地域社会づくりの観点からは，市民が誇りと愛着を持つこ

とができる地域社会の発展を通して観光振興を推進することが重要であると考え

る。 
  さらに，福岡市は，九州の玄関口としての役割を認識し，九州内の地方公共団体

と連携していく必要であると考える。 
  最後になるが，持続可能な観光振興の在り方が世界的に注目される中，福岡市に

おいても，旅行者が安心して，安全かつ快適に過ごすことができる環境づくりはも

ちろんのこと，市民生活との調和に配慮するとともに，法令等を順守した公正な競

争の下における観光振興の重要性を認識する必要があると考える。 
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第３ 福岡市の現状 

 

 １ 急増する交流人口 

  ○ 国は，「明日の日本を支える観光ビジョン」において，訪日外国人旅行者数

が，2020 年に 4,000 万人，2030 年に 6,000 万人に増加する目標を掲げ，施策

を推進。 

  ○ 福岡市においては，「福岡観光・集客戦略」策定前の 2012年と比べると， 

   ・ 入込観光客数は，４年で約 1.2倍の 2,050万人(2016年) 

   ・ 宿泊客数は，４年で約 1.4倍の 727万人（2016年） 

   ・ 国際会議開催件数は，４年で約 1.5倍の 383件（2016年）  

   ・ 外国人入国者数は，５年で約 3.7倍の 298万人（2017年） 

    ⇒ 観光・ＭＩＣＥによる交流人口は増加し，今後も拡大する見通し。 

 

 

 ２ 増加する観光消費額 

  〇 観光消費額は，４年で約 1.4倍の 4,534億円（2016年） 

 

 

 ３ 多様化する海外からの旅行者 

  〇 国籍別延べ宿泊者外国人構成比（2016 年）は，韓国 38.1％，台湾 19.3％，

中国 11.9％，香港 11.8％，北米 4.3％，タイ 3.7％，イギリス 0.7％，オース

トラリア 0.6％，カナダ 0.5％等となっている。 

  〇 海外からの旅行者の訪問先は，都心部だけでなく，香椎宮，筥崎宮，志賀島，

アサヒビール園，マリノアシティ，能古島等の都心部以外にも広がっている。 

    また，観光情報サイト「よかなび」の閲覧状況を分析すると，英語では東長

寺の閲覧が多く，中国語（繁体字）では福岡市鮮魚市場の閲覧が多くなる等，

言語別に興味が多様化していることが分かる。 

 

 

 ４ 増加する宿泊需要と多様化する宿泊形態 

  〇 客室稼働率は，５年で 11ポイント増の 84％（2017年） 

  〇 市のホテル・旅館の客室数は，５年で約 1.1倍の 25,827室（2017年） 

  〇 2017～2019年度で 47棟，6,292室増加見込み（2018.3.1現在の見込み） 

  〇 市の簡易宿所の軒数は，2015年と比較して約 3.1倍の 135軒 

    客室数は，同年比約 2.5倍の 760室（2017年） 

  〇 住宅宿泊事業法に基づく届出施設数は 317件（2018年 7月末現在）  
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 ５ 民泊対策 

  〇 平成 30 年６月に住宅宿泊事業法が施行され，民泊を行う事業者には，事業

を適切に実施するための措置が課された。また，同時に旅館業法が改正され，

行政には，無許可営業施設への立入権限が付与される等，違法民泊への監視指

導権限が強化された。 

  ○ 福岡市では，住宅宿泊事業法等の施行に併せて， 

   ・ 環境衛生監視員の増員による監視指導体制の充実 

   ・ 福岡県警との連携による悪質な違法民泊への取締り強化 

   ・ 民泊に関する相談等に迅速に対応するため，福岡県，福岡県警，九州地方

整備局等の関係機関との連絡会議を設置・開催 

   ・ 住宅宿泊事業法の制度内容や市の取組等をまとめたリーフレットの作成・

配布 

   等を行い，健全な民泊の推進に向け取り組んでいる。 

 

 

 ６ 福岡市の課題 

  ○ 国内外からの旅行者の増加への対応 

  ○ 観光産業の生産性の向上，人材の確保 

  ○ 旅行者の増加による市民生活上の課題 

  ○ 観光資源の活用 

  ○ ＭＩＣＥの誘致競争の激化 

  ○ 増加する民泊への対応 
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〈福岡市の現状と成果に係る関連するデータ・グラフ：福岡市観光統計より〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（千人） 

（万人） 



5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



6 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
〈民泊に関する相談件数：保健福祉局提供〉 

 28年度 29年度 30年度（７月末） 

民泊を行うための許可取得相談件数 535 648 430 

民泊に関する苦情件数 96 169 62 

  

（単位：軒、人、室）

区分

 数(軒)  客 室 数  定 員 数

※福岡市が営業を許可している宿泊施設のうち，旅館業法の分類によるホテル・旅館・簡易宿所の集計したもの（資料：「福岡市内旅館施設一覧表」）
　 なお，下宿営業，社員寮や保養所，風俗関連営業を除いた施設を対象。ただし，社員寮・保養所のうち一般客受入のある施設は，ホテル・旅館に含めている。
　 2015年より，新たに簡易宿所についても記載。

※2017年は９月末現在。

26,587 47,849

24,874 42,960

2017年 209 25,827 42,067 135 760 5,782 344

24,800 41,663

2016年 197 24,502 39,022 55 372 3,938 252

客室数 定員数

2015年 198 24,495 38,308 43 305 3,355 241

2014年 196 23,979 37,261
簡易宿所（2015年から新たに記載） 合計

数（軒） 客室数 定員数 数（軒）

2012年 198 24,106 37,003

2013年 198 23,871 36,773

ホテル・旅館

（客室稼働率） （客室数） 

宿泊施設の状況 
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第４ 福岡市が実施すべき施策の方向性 

 

 ○ 福岡市は，これまで観光振興に取り組んできた結果，入込観光客数は５年連続

で過去最高を更新し，国際会議開催件数も８年連続で政令市中第１位となる等

の成果を挙げる一方で，急増する国内外からの旅行者への対応（※外国人入国

者数は５年で約 3.7倍），市民生活への配慮等の課題解決に取り組んでいく必要

がある。 

 ○ 一方で，都市間競争が強まる中，都市の強みを伸ばし，競争力を高めていく取

組や新規需要に対応していくことも必要となる。 

 ○ 以上を踏まえ，今後，下記の方向性をもって具体の施策に取り組んでいく必要

がある。 

 
 

 １ 観光産業の振興 

   観光に関する産業の生産性の向上及び観光振興に寄与する人材の育成に必要

な施策の実施その他の観光に関する産業の振興に必要な施策に取り組む。 

   ［事業イメージ例］ 

    ・ 観光に係る人材の確保及び育成 

    ・ キャッシュレス化 

    ・ ＩｏＴ活用の推進 等 

 

 

 ２ 受入環境の整備 

   国内外からの旅行者が安心して，安全かつ快適に過ごすことができるよう，観

光を取り巻く情勢の変化に対応した受入環境の整備その他の必要な施策に取り

組む。 

   ［事業イメージ例］ 

    ・ 外国人旅行者対応（多言語対応，トイレ洋式化，急患対応等） 

    ・ 観光案内機能の充実 

    ・ Ｗｉ－Ｆｉの充実 

    ・ 市内の回遊性向上 

    ・ バリアフリー化 

    ・ 宿泊事業者に対する支援 等 
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 ３ 観光資源の魅力の増進等 

   国内外からの旅行者の来訪の促進を図るため，地域の食，歴史，文化，自然そ

の他の観光資源の魅力の増進及び新たな観光資源の発見並びに国内外に向けた

魅力の発信その他の必要な施策に取り組む。 

   ［事業イメージ例］ 

    ・ 食，歴史，文化，自然等を活かした魅力づくり 

    ・ ナイトタイムの魅力向上 

    ・ ファミリー層向けコンテンツの充実 等 

 

 

 ４ ＭＩＣＥの振興 

   ＭＩＣＥ（国際会議その他の多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント）

の受入環境の整備，誘致体制の強化その他のＭＩＣＥの振興に必要な施策に取り

組む。 

   ［事業イメージ例］ 

    ・ ＭＩＣＥの受入環境の整備 

    ・ 誘致体制の強化 等 

 

 

 ５ 持続可能な観光の振興 

   宿泊施設に関する法令の適切な運用の確保，良質な宿泊施設に係る情報の提供

その他の市民生活との調和に配慮した持続可能な観光振興に必要な施策に取り

組む。 

   ［事業イメージ例］ 

    ・ 市民及び旅行者の安全安心の確保のための取組 

    ・ 健全な民泊推進のための取組（違法民泊への対策） 

    ・ 旅行者増加による市民生活への影響緩和策 等 

 

 

 ※ 「事業イメージ例」は，立案者がイメージする事業であり，実際の事業は，各

事業年度の予算審査等を通して審議・執行される。 
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第５ 財源の検討 

 

 １ 福岡市の財政状況 

   平成 29年度に策定された「福岡市財政運営」プランによると， 

   ○ 福岡市の将来人口は，当面増加していくことが予想されているものの，少

子高齢化の進展等により，支えられる世代の割合が急速に増加していく。ま

た，高度経済成長期や政令市移行期にかけて集中的に整備した公共施設等の

老朽化が進行している。 

   ○ そのため，本市の財政状況については，平成 29 年度以降，一般財源の大

幅な伸びが期待できない一方で，社会保障関係費の増加や，公共施設等の改

修・修繕等に係る財政需要の増大が見込まれており，依然として楽観できる

状況にはないとされている。 

 

 

 ２ 福岡市観光関連予算の状況 

   福岡市観光関連予算についても， 

   ○ 福岡市の観光費関連予算は年々減少傾向にあり，平成 27 年度当初予算

2,879,480千円から平成 30年度当初予算 2,641,234千円にまで減少している。 

   ○ 福岡市一般会計当初予算に占める観光関連予算の割合も減少傾向であり，

平成 27年度 0.37％から平成 30年度 0.32％にまで減少している。 

 

 

 ３ 新たな財源の検討 

  ○ このような財政状況の中，本市においては，近年の外国人の入国者数やクル

ーズ船寄港回数，国際会議開催件数の増加に伴い，観光・ビジネス客の受け入

れ環境整備や市民生活への影響等の課題が生じている。 

  ○ これらの課題への対応等，観光に関する新たな行政需要は増加傾向にあり，

これらに適切に対応していくためには，必要な財源を新たに，かつ安定的に確

保していく必要がある。 

  ○ 観光振興に関する新たな財源確保の手段として，まず，地方税法の規定に基

づく「課税自主権の活用による財源確保」があり，実際に他都市においても活

用の事例が見られるところである。また，その他地方自治法等の定めに基づく

負担金，分担金，使用料，手数料及び寄附金等の「税以外の手法による財源確

保」が考えられるところである。 

  ○ 観光振興に関する新たな財源確保に関して，受益と負担の関係及び財源の安

定的確保等の観点，他都市の導入状況等から福岡市にふさわしい財源について，

以下のとおり検討を行った。  
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【他都市における観光振興等に関する課税自主権を活用した財源確保の主な事例】 

税目 目的・使途 
①納税義務者 ， ②税率 

③税収額又は見込額 
類似例 

別荘等所有税 
（静岡県熱海市） 
※S51.4 月施行 

 リゾートマンション等
の建設に伴いゴミ処
理や消防梯子車，上
下水道の整備等の行
政需要の増大に対処
するため 
（法定外普通税） 
 

①本人又は家族が別荘等として所有す
る家屋，他人に別荘として貸し付けて
いる家屋，旅館業法を受けていない
寮，保養所等の所有者 

②所有している別荘等の延べ床面積１
㎡につき 650 円 

③平成 28 年度決算額 532 百万円 

  

遊漁税 
（山梨県富士河
口湖町） 
※H13.7 月施行 

 河口湖及び周辺地
域における環境の保
全，環境の美化及び
施設の整備の費用 
（法定外目的税） 
 

①河口湖で遊漁行為を行う者 
②１人１日あたり 200 円 
③平成 28 年度決算額 9 百万円 

  

宿泊税 
（東京都） 
※H14.10 月施行 

 国際都市東京の魅
力を高めるとともに，
観光の振興を図る施
策に要する費用 
（法定外目的税） 

①東京都内に所在するホテル，旅館へ
の宿泊者 

②一人一泊の宿泊料金につき 
 ・１万円以上１万５千円未満 100 円 
 ・１万５千円以上        200 円 
③平成 28 年度決算額 2,217 百万円 

・宿泊税 
 （大阪府） 
  ※Ｈ29.1 月施行 
・宿泊税 
 （京都府京都市） 
  ※Ｈ30.10 月施行 
・宿泊税 
 （石川県金沢市） 
  ※Ｈ31.4 月施行 
 

歴史と文化の環
境税 
（福岡県太宰府
市） 
※H15.5 月施行 

 歴史的文化遺産及
び観光資源等の保全
や整備，観光客に対
する様々な事業の実
施 
（法定外普通税） 

①有料駐車場利用者 
②駐車１回あたり 
 ・二輪車（自転車を除く）    50 円 
 ・定員 10 人以下の自動車  100 円 
 ・定員 10 人超 29 人以下の自動車 

300 円 
 ・定員 29 人超の自動車    500 円 
③平成 28 年度決算額 84 百万円 

 

・乗鞍環境保全税 
 （岐阜県） 
  ※H15.4 月施行 

環境協力税 
（沖縄県伊是名
村） 
※H17.4 月施行 

 環境の美化，環境
の保全及び観光施設
の維持整備に要する
費用 
（法定外目的税） 

①旅客船，飛行機等により伊是名村へ
入域する者 

②１回の入域につき 100 円 
③平成 28 年度決算額 4 百万円 

・環境協力税 
 （沖縄県伊平屋村） 
  ※H20.7 月施行 
・環境協力税 
 （沖縄県渡嘉敷村） 
  ※H23.4 月施行 
・美ら島税 
 （沖縄県座間味村） 
  ※H30.4 月施行 
 

入湯税 
（北海道釧路市） 
※H27.4 月施行 

 環境衛生施設，観
光施設，消防施設等
の整備や観光振興の
ための費用に充てる
ため 
（法定目的税の超過
課税） 
 

①宿泊一人一泊につき 250 円 
            （旧税率 150 円） 
 
※日帰り入浴，国際観光ホテル整備法

上の登録ホテル・旅館以外の宿泊客
は変更なし  

 

・入湯税 
 （大分県別府市） 
  ※H31.4 月施行 
    予定 
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  ⑴ 課税自主権を活用した財源確保の検討 

   ○ 近年，地方自治体の新たな財源として，他自治体において，地方税法の規

定に基づく「課税自主権」を活用した財源の確保の取組が見られるところで

ある。 

   ○ 課税自主権を活用した観光振興等に関する主な財源確保について，他都市

において導入実績がある，次の６つの課税を念頭に，地方税法の規定や総務

省の通知等を参考に幅広い観点から検討を行った。 

 
  【課税自主権を活用した他都市の財源確保の例】 

① 別荘の所有に対する法定外税の課税 
② 遊漁行為に対する法定外税の課税 
③ 宿泊行為に対する法定外税の課税 
④ 駐車場の利用に対する法定外税の課税 
⑤ 特定の地域に入域する人に対する法定外税の課税 
⑥ 入湯税の超過課税 

 

   ① 別荘の所有に対する法定外税の課税 

    ・ 静岡県熱海市において昭和 51 年から導入実績がある法定外普通税であ

る。 

    ・ 別荘に決まった定義はなく，その把握は，膨大な事務量とコストを要す

る作業となることが想定されるとともに，本市においては，熱海市のよう

に特徴的に別荘が多いとは考えられず，多くの税収は望めないことから，

観光振興に関する新たな財源確保の手段としては適当でないと考えられ

る。 

 

   ② 遊漁行為に対する法定外税の課税 

    ・ 山梨県富士河口湖町において平成 13 年から導入実績がある法定外目的

税である。 

    ・ 本市においては，河口湖のように常態的に遊漁行為でにぎわう湖等はな

いため，観光振興に関する新たな財源確保の手段としては適当でないと考

えられる。 

 

   ③ 宿泊行為に対する法定外税の課税 

    ・ 東京都と大阪府が既に導入済みであり，京都市が平成 30年 10月に，金

沢市が平成 31年４月にそれぞれ導入予定である法定外目的税である。 

    ・ 本市への宿泊者は，一定の行政サービスを享受しているが，それに見合

う負担を行っているとは言い難く，宿泊者を対象に広く薄く負担を求める

ことは，受益と負担の関係からも合致したものと考えられる。 
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    ・ さらに，一定額の宿泊料の支払いをもって，担税力を見出すことも可能

であり，年間 1,200万人を超える宿泊者がいることから，安定的な財源と

しても期待できるものである。 

    ・ よって，本市での導入にあたっては，法定外税としての仕組みが確立さ

れつつあり，安定的な財源として税収が期待できるものであるため，観光

振興に関する新たな財源確保の手段として適当であると考えられる。 

 

   ④ 駐車場の利用に対する法定外税 

    ・ 太宰府市において平成 15年から導入実績がある法定外普通税である。 

    ・ 本市においては，市域内各地に大小の駐車場が設置されており，課税捕

捉にかかるコストが膨大なものになることが想定されるとともに，駐車場

の利用者には，多くの市民や事業者も含まれるため，観光目的の財源とし

て馴染まないと考えられることから，観光振興に関する新たな財源確保の

手段としては適当でないと考えられる。 

 

   ⑤ 特定の地域に入域する人に対する法定外税の課税 

    ・ 沖縄県の離島において平成 17 年から導入実績がある法定外目的税であ

る。 

    ・ 本市においては，島とは違い，福岡市域への入域手段が様々あり，課税

は現実的ではないと考えられるため，観光振興に関する新たな財源確保の

手段としては適当でないと考えられる。 

 

   ⑥ 入湯税の超過課税 

    ・ 釧路市において平成 27 年から導入実績があり，別府市において平成 31

年 4月から導入予定の法定目的税の超過課税である。 

    ・ 市内の入湯税の課税施設は限られており，多くの税収は望めないととも

に，市民の利用割合が比較的多いと考えられ，観光施策の財源として馴染

まないと考えられることから，観光振興に関する新たな財源確保の手段と

しては適当でないと考えられる。 
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  ⑵ 税以外の手法による財源確保の検討 

   ○ 特定の事業の経費に充てるため，その受益者や原因者等に課する負担金や

分担金，一定の行政サービスの提供に対する対価として特定の受益者に負担

を求める使用料や手数料等がある。 

 
【地方自治法等に基づく自治体の財源確保の例】 

収入 説明 

負担金 
分担金 

 国又は地方公共団体が特定の事業を行う場合に，これに要する経費に充
てるため，その事業の受益者，その事業の必要を生じさせることとなった
原因者その他その事業に特別の関係のある者に課する金銭給付義務。 
 【根拠法令】 
 各個別法（負担金），地方自治法第 224条（分担金） 

使用料 
 物又は権利の使用の対価として徴収する料金。 
 【根拠法令】 
 地方自治法第 225条 

手数料 

 国，地方公共団体あるいはこれらの機関が，特定の者に提供する特定の
役務に対する対価として徴収する料金。 
 【根拠法令】 
 地方自治法第 227条 

寄附金  学校，公共事業等に無償で金銭その他の財産を供与すること。 

 
   ○ これらはいずれも，個別的，明確な受益と負担の対応関係を必要とするも

ので，観光振興については，その形態が様々であることから，関連付けは容

易ではない。 
     また，ふるさと納税等の寄附金についても，安定的な財源確保の手段とし

ては困難と考えらえる。 
     よって，税以外の手法による観光振興に関する新たな財源確保は適当でな

いと考えられる。 
 
 
  ⑶ 新たな財源の検討結果 

   ○ 以上のとおり，受益と負担の関係，財源の安定的確保等の様々な観点から

検討を行った結果，観光振興に関する新たな財源としては，法定外目的税と

しての「宿泊税」が最も福岡市にふさわしいと考えられる。 
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第６ 検討経過（平成 30 年） 

 

３月～８月 有志議員による勉強会 計 15回 

４月 宿泊事業者団体からのヒアリング 

６月 

有識者ヒアリング 

・ (株)JTB総合研究所 主席研究員 山下真輝氏 

・ (株)コングレ 九州支社長 西村真規子氏 

他都市視察（金沢市，京都市） 

７月 

宿泊事業者団体からのヒアリング 

他都市視察（北海道倶知安町，東京都） 

総務省職員と意見交換 

宿泊事業者団体からのヒアリング 

有識者ヒアリング 

・ 同志社大学 法学部教授 田中治氏 

８月 

有識者ヒアリング 

・ 福岡市ホテル旅館協会 会長 金子新氏 

・ 福岡商工会議所 副会頭 榎本重孝氏 

・ （公財）福岡観光コンベンションビューロー 

   専務理事 合野弘一氏 
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【参考資料】「明日の日本を支える観光ビジョン 概要（抄）」（国策定） 
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